
ズ
ー
ム
ア
ッ
プ
経
済
統
計

　

資
本
市
場
に
お
い
て
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
が

拡
大
す
る
中
で
、
投
資
の
意
思
決
定
の

材
料
と
し
て
投
資
先
企
業
に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情

報
の
開
示
を
求
め
る
声
も
高
ま
っ
て
い

る
。
２
０
１
５
年
に
策
定
さ
れ
た
コ
ー

ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
（
Ｃ

Ｇ
コ
ー
ド
）
の
第
３
章
「
適
切
な
情
報

開
示
と
透
明
性
の
確
保
」
で
は
、
企
業

は
法
令
に
基
づ
く
開
示
だ
け
で
な
く
、

株
主
や
幅
広
い
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に

と
っ
て
有
益
な
情
報
を
主
体
的
に
開
示

す
べ
き
と
の
考
え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
18
年
の
Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
改
訂
で

は
、
開
示
が
推
奨
さ
れ
る
非
財
務
情
報

に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
を
含
む
こ
と
が
明
確
に

な
っ
た
。

　

財
務
情
報
と
は
異
な
り
、
非
財
務
情

報
の
開
示
に
は
統
一
的
な
ル
ー
ル
は
な

い
が
、
さ
ま
ざ
ま
な
基
準
や
ガ
イ
ダ
ン

ス
が
策
定
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
代
表
的

な
も
の
に
は
、
Ｇ
Ｒ
Ｉ
（G

lobal R
e-

porting Initiative
）
の
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
・
レ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
ス
タ
ン

ダ
ー
ド
や
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ
（
米
国
サ
ス
テ
ナ

ブ
ル
会
計
基
準
審
議
会
）
の
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ

ス
タ
ン
ダ
ー
ド
な
ど
が
あ
る
。
ま
た
国

内
で
は
、
経
済
産
業
省
が
策
定
し
た

「
価
値
協
創
の
た
め
の
統
合
的
開
示
・

対
話
ガ
イ
ダ
ン
ス
│
Ｅ
Ｓ
Ｇ
・
非
財
務

情
報
と
無
形
資
産
投
資
│
」
に
お
い
て
、

投
資
家
の
視
点
を
踏
ま
え
、
企
業
が
非

財
務
情
報
を
開
示
す
る
際
の
基
本
と
な

る
考
え
方
が
示
さ
れ
て
い
る
。

　

最
近
は
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
を
開
示
す
る

ツ
ー
ル
と
し
て
「
統
合
報
告

書
」
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。
統

合
報
告
書
は
、
財
務
資
本
と
非

財
務
資
本
が
ど
の
よ
う
に
企
業

の
中
長
期
的
な
価
値
の
向
上
に

結
び
付
く
の
か
を
示
す
も
の
で

あ
る
。
統
合
報
告
書
を
発
行
す

る
企
業
は
15
年
か
ら
大
き
く
増

え
て
お
り
、
18
年
に
は
４
６
５

社
に
達
し
た
（
図
表
）。

　

Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
が
公
表
し
て
い
る

「
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
の
国
内
株
式
運
用

機
関
が
選
ぶ
『
優
れ
た
統
合
報

告
書
』
と
『
改
善
度
の
高
い
統

合
報
告
書
』」
に
よ
る
と
、
財

務
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
き
ち
ん

と
説
明
し
な
が
ら
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ

ー
を
示
す
と
と
も
に
、
進
捗
状
況
を
確

認
す
る
た
め
の
詳
細
な
重
要
業
績
評
価

指
標
（
Ｋ
Ｐ
Ｉ
）
が
設
定
さ
れ
て
い
る

統
合
報
告
書
は
、
運
用
機
関
か
ら
の
評

価
が
高
い
よ
う
だ
。

　

近
年
は
政
府
の
後
押
し
も
あ
り
、
15

年
に
国
連
で
採
択
さ
れ
た
持
続
可
能
な

開
発
目
標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
に
積
極
的
に

取
り
組
む
企
業
が
増
え
て
お
り
、
統
合

報
告
書
に
お
い
て
も
言
及
が
見
ら
れ
る
。

前
掲
の
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
レ
ポ
ー
ト
に
は
、
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
す
る
開
示
が
高
評
価
を
受

け
て
い
る
企
業
も
あ
っ
た
。
当
該
企
業

は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
も
含
め
、
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
が
今
後
、
自
社
の
経
営
に
ど
の

よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
を
検
討
し

て
い
る
。
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
関
す
る
情
報
開

示
に
つ
い
て
は
、
自
社
の
既
存
事
業
と

各
目
標
を
ひ
も
付
け
る
だ
け
で
な
く
、

次
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
、
将
来
指
向
の

記
述
を
通
じ
て
、
事
業
を
行
う
う
え
で

の
リ
ス
ク
や
機
会
に
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
が
ど
の

よ
う
に
結
び
付
く
の
か
を
示
す
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
統
合

報
告
書
が
有
効
に
活
用
さ
れ
、
投
資
家

と
企
業
の
間
で
建
設
的
な
対
話
が
活
発

に
行
わ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

統
合
報
告
書
に
よ
る

Ｅ
Ｓ
Ｇ
情
報
の
開
示

（
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
＆
Ｉ
Ｒ
総
合
研
究
所
「
統
合
報
告
書
発
行
状
況
調
査
」）

大
和
総
研　

金
融
調
査
部
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
室

研
究
員

柿
沼
英
理
子

（注） 　「ＪＰＸ日経インデックス400対象企業」「日経225対象企
業」「エコほっとライン掲載企業」「時価総額1,000億円以
上の企業」のほか、研究室の調査活動で確認できた企業を
対象。

（出所） 　ディスクロージャー＆ＩＲ総合研究所 ＥＳＧ／統合報
告研究室「2018年版 統合報告書発行状況調査〈最終報
告〉」

〔図表〕 統合報告書の発行社数の推移
社

年
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